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H I G H - P R E S S U R E  H O S E S
＜ホース配管＞

建設機械や自動車の減産が響く

　主力の日本で油圧ホースと自動車用ホースの販

売が落ち込み、当期の売上高は前期比24.4％減の

276億円となりました。建設機械メーカーや自動車

メーカーの生産が下期から回復基調となったもの

の、上期の落ち込みをカバーできませんでした。

海外でも、米国ではYH America,  Inc.が生産

設備の購入により売り上げを伸ばしましたが、

SAS Rubber Companyは上期の自動車生産の

低迷が響き減収となりました。台湾のS C  

Kingflex CorporationとタイのYokohama 

Rubber (Thiland) Co., Ltd.も上期の需要減が

響き減収でした。

　当期、国内で注力したのは新規顧客の開拓

です。特に今まで手の回らなかった中小の建設機械

メーカーへの営業活動を強化し、新規受注の獲得

に力を入れました。また、これまでOEMによる納入

が中心だった海外で、当期から建設機械や工作

機械用アフターマーケット向けに高圧ホースの

販売を開始しています。今後の本格的な拡販に

備え、市場を調査・分析するための駐在員を米国

と東南アジアに派遣しました。

　今期は国内外で建設機械、自動車の生産が回復

基調にあり、油圧ホース、自動車ホースともに販売

増が見込めることから、売上高は前期比19.6％

増の330億円を計画しています。さらに海外で

アフターマーケット向け高圧ホースの販売を本格

化するほか、国内では需要の掘り起こしを行い、

さらなる売り上げ拡大につなげていきます。

M I D D L E  E A S T ＜中近東州＞

　タイヤの需要回復に合わせて供給量を拡大した

ことで、下期から販売が大幅に伸びました。しかし、

原油価格高騰による好景気で前期の販売が高水準

だったため、当期の販売本数は前期を下回りました。

　今期はさらに需要が拡大すると見込み、販売増を

計画しています。湾岸諸国で耐熱性を強化した特別

仕様のA.driveを発売する予定で、同商品を軸に販

売活動を展開していきます。

O C E A N I A ＜大洋州＞

　カーメーカーの減産を受け新車用タイヤの販売

が落ち込んだことが主因で、販売本数は前期を下

回りました。市販用はSUV用の「GEOLANDAR」

シリーズの販売が好調でしたが、トラック・バス用

タイヤの販売が低迷しました。

　今期は自動車生産の回復が見込め、新車用タイヤ

を中心に販売増の計画です。また、自系列販路の

Tyres & Moreを着実に増やすほか、新商品の投入

でトラック・バス用タイヤの拡販を図り、販売増に

つなげます。

L A T I N  A M E R I C A ＜中南米＞

　中南米の販売本数は前期を下回りました。ブラ

ジルは現地通貨高や供給量拡大で販売を伸ばしま

したが、輸入規制を実施したアルゼンチンで販売量

が大幅に減少したことが響きました。

　今期は大幅な販売増を計画しています。好調な

経済を背景に需要増が見込めるブラジルで供給量

を増やすほか、アルゼンチンでは当期に投入した

スタッドレスタイヤの販売に力を入れます。また

販売力をつけてきた各国代理店の商品ラインナップ

を拡充していき、販売増につなげます。特に建設

機械用タイヤについては、中南米専門の営業担当

を新たに雇い、販売強化を図っていきます。

A F R I C A ＜アフリカ＞

　横浜ゴムのアフリカでのメイン市場は南アフリカ

ですが、現地通貨ランドの急落が影響し同国での

販売本数は前期を下回りました。しかし、2009年

にアンチダンピング関税の廃止されたエジプトの

再開拓に力を入れ、同国への販売本数が大幅に増加

しています。また、未取引国の開拓に力を入れ、セネ

ガル、マダガスカルなど着実に新規取引国の数を

増やしました。今期は主力の南アフリカでワールド

カップ特需や為替の改善により需要喚起が期待

できるほか、南アフリカに次ぐ市場として注目して

いるエジプトでの拡販が期待できます。

<その他の地域>

湾岸諸国向けに耐熱性を強化した
特別仕様のA.drive

事業の概況

MB group
Multiple Business 

＜当期の概況＞

MB事業は、売上高が前期比15.9％減の

988億円、営業利益は同74.3％減の9億

円となりました。ゴルフ用品が増収となり

ましたが、ホース配管、コンベヤベルトなど

主力商品の販売が振るわず、減収減益と

なりました。

　2011年3月期はホース配管を中心に多

くの事業が増収となる見込みで、売上

高は前期比9.3％増の1,080億円、営業利

益は同5倍の45億円を見込んでいます。
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A I R C R A F T  P R O D U C T S
＜航空部品＞

官需向け、民間航空機向けともに低迷

当期の売上高は前期比5.2％減の154億円とな

りました。官需向けと民間航空機向けともに販

売が落ち込んだうえ、円高の影響も受けました。官

需向けの落ち込みは量産機種がほとんどなかっ

たことに加え、交換用商品の販売も減少したため

です。化粧室ユニットや飲用水用タンクなどを手

がける民間航空機向けは、OE向けは前期並みでし

たが、世界的な経済低迷による航空会社の機体改

修の先延ばしで、交換用の販売が落ち込んだこと

が響きました。

　引き続き官需市場の低迷が予想されますが、民

間航空機向けは交換用商品の需要が当期より回

復すると見込み、今期は前期比3.9％増の160億

円を計画しています。さらに値上げや、スペック変

更による材料費削減、人材の多能工化などの内部改

善に力を入れ、売り上げの伸びを上回る収益改善

をめざします。

横浜ゴムは2004年からボーイング737ファミリー向けにラバトリーモジュールを独占供給して
いる。737ファミリーは短・中距離用小型旅客機でボーイングの大ベストセラー機種。1機当たり2
～4ボックスのラバトリーモジュールが設置されている

I N D U S T R I A L  P R O D U C T S
＜工業資材＞

国内外で需要低迷

　工業資材はコンベヤベルト、マリンホース、防舷材、

免震ゴム支承、道路ジョイントなどで構成され

ています。当期は国内外の需要低迷により、すべて

の商品で販売が落ち込み、売上高は前期比21.3％

減の234億円となりました。しかし、今期はコンベヤ

ベルトやマリンホースで販売増を図り、13.2％増

の265億円を見込んでいます。

　コンベヤベルトは、近年販売を牽引していた海外

の鉱山向けが大幅に落ち込み、減収となりま

した。しかし現在、景気回復の著しいアジア・オセ

アニア地域を中心にコンベヤベルトの需要が戻り

つつあります。当期は日本製と同等の品質ながら

コストパフォーマンスの良い中国生産品のライン

ナップを充実させ、海外販売を中心に売り上げ増を

めざします。

　マリンホースも減収となりました。原油開発の

大型プロジェクトが減り、マリンホースの需要が

低迷したためです。しかし、今期は原油開発の

プロジェクトが徐々に回復すると見込み、増収を

計画しています。防舷材は原油の二船間荷役作業

向けなどの受注がありましたが、売り上げは前期を

下回りました。今期は同レベルの売り上げを見込ん

でいます。

　免震ゴム支承は公共投資予算の削減で橋梁工事

の発注量が減少したうえ、前期にあった第二東名

高速道路の大型プロジェクトが収束したことも

あり、大幅な減収となりました。今期も公共投資

予算の削減で厳しい市場環境が予測されますが、

金属支承の補修用として免震ゴム支承を売り込む

ほか、新商品の投入などにより前期並みの売り

上げをめざします。道路ジョイントも橋梁工事の

減少で減収となりましたが、今期は補修用の販売

に力を入れ増収をめざします。

S E A L A N T S  A N D
A D H E S I V E S
＜シーリング材・接着剤＞

建築用シーリング材が不振

　当期の売上高は前期比5.3％減の229億円と

なりました。日本でビルやマンションの着工件数

が引き続き減少し、主力の建築用シーリング材の

販売が落ち込んだことが主因です。しかし、下期か

ら日本の自動車生産台数が上向き始め、窓枠用

シーリング材、ランプ用ホットメルトなどの自動車

向け商品の売り上げは前年を上回りました。海外

では、タイのYokohama Rubber (Thailand) Co., 

Ltd.は前期並みでしたが、米国のYH America, 

Incは減収となりました。しかし、両社とも自動車

生産の回復に伴い下期から販売が回復してきてい

ます。また、原材料価格の下落に加え、生産性の向上

や原材料の変更など製造コストを中心にコスト

削減を徹底したため、収益は大幅に改善しています。

　今期の売上高は前期比2.6％増の235億円を

計画しています。日本でのビルやマンションの建設

が引き続き低調で、建築用シーリング材は減収の

見通しですが、国内外で自動車生産台数が回復

基調にあり、自動車向け商品の売り上げ増が見込

めるためです。また、3月に申請が始まった住宅用

エコポイントにより、戸建て住宅向け商品の販売

拡大も期待できます。

新規市場の開拓に注力

　近年、シーリング材・接着剤事業で力を入れて

いるのは新規市場の開拓です。特に電子部品・電材

市場や環境分野は今後の拡大が予想され、これらの

市場向けの商品開発や市場調査に力を入れてい

ます。2010年1月に発売したプラスチック素材の

表面を保護するハードコート材「VH322F」は

高硬度なだけでなく、硬度が同程度のコート材の

中ではこれまでにないレベルの強靭性を実現。傷に

強く、割れにくい性能が評価され、すでに一部の

情報家電に先行採用されています。同年2月発売の

太陽光発電モジュール用のシール材「M-155P」は

モジュール基板とアルミフレームを接着し、内部

への湿気侵入を防ぐための商品で、従来品に比べ

耐熱性と接着性を向上させました。今期はこれら

商品の受注拡大に加え、新規市場向けの商品開発を

さらに推し進めていきます。
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環境への取り組み

中期経営計画「GD100」の目標のひとつである「トップレベルの環境貢献企業になる」を実現するため、

環境「GD100」基本方針を作成し、「環境経営に持続的に取り組みます」｢地球温暖化防止に取りくみます｣

「持続可能な循環型社会実現に貢献します」の3つの方針を掲げました。近年の主な活動を紹介します。

省燃費タイヤを積極的に展開

横浜ゴムは国内メーカーの中でいち早く省燃費性

に着目し、1998年にころがり抵抗を低減した乗用

車用のエコタイヤDNAシリーズを発表。以来、省燃

費性の向上やラインナップの充実などに取り組み

現在、国内乗用車用タイヤ販売本数の約7割を同

シリーズが占めるようになりました。さらに、

2010年7月には「環境だけでなく、人･社会にも

やさしい」をコンセプトにしたエコタイヤ

「BluEarth AE-01」を発売。今後、海外市場にも

展開していく計画です。

国内外で50万本を植樹する「YOKOHAMA 千年の

杜」プロジェクト

国内外の生産拠点で植樹を行い、森を創生する

「YOKOHAMA 千年の杜」プロジェクトを2007

年11月から始めています。二酸化炭素の吸収は

もちろん、環境防災保全林として地域の環境や

安全、生物多様性を守る「いのちの森」の創生を

めざし、植物生態学者の宮脇昭氏の指導のもと、

どんぐり拾いから育苗、土づくりなどすべての

作業を従業員と地域の皆様で行っています。

2017年までに約50万本の植樹を行う計画で、

現在までに約13万本を植樹しました。
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オレンジオイルの配合により、ころがり抵抗の
低減とグリップ力の向上を高次元で両立させた
DNA Earth-1

2009年4月に米国のタイヤ生産拠点のYokohama Tire Corporationで開催された植樹祭（左）と、2009
年5月に行われた日本の新城工場での植樹祭

国内のMB事業の販売強化、「横浜ゴムMBジャパン」を設立
横浜ゴムは10月1日付けで、全国のMB販売会社

8社と横浜ゴム本社の工業品販売部門の一部機能

を統合し、新たに横浜ゴムMBジャパン（株）を

設立します。厳しい環境にある国内市場で勝ち

残っていくには、抜本的な組織再編による販売

強化が不可欠と判断しました。お客さまに近い

販売会社の営業力とメーカーのバックアップ

機能を統合し、一体感を持った組織運営、地域

密着型営業の強化、意思決定のスピードアップ

による顧客満足度の向上などをめざします。

横浜ゴム

工業品販売本部

MB販売会社
8社

現在の体制

横浜ゴムMBジャパン

本部組織

8カンパニー

統合後の体制

既成概念にとらわれない新形状ヘッドで、打ちやすさと飛距離
を両立したeggアイアンⅡ

G O L F  P R O D U C T S  &
O T H E R  P R O D U C T S
＜ゴルフ用品・その他＞

市場が低迷するなか、クラブが堅調

ゴルフ用品・その他の売上高は前期比11.9％減の

95億円となりました。ゴルフ用品は増収となり

ましたが、その他の売り上げが落ち込みました。

　ゴルフ用品の売り上げが伸びたのは国内ゴル

フ用品市場が低迷するなか、クラブの販売が堅

調だったためです。なかでも転がりの良さを追求し

たパタ「Silver-Bladeシリーズ」の売れ行きが好

調でした。また、既成概念にとらわれない設計コ

ンセプトで、易しさと飛距離を両立させたクラブ

「egg」シリーズが幅広いゴルファー層から支持

を集め、販売を伸ばしました。

　今期も他社と差別化を図った商品の投入に加え、

海外販路の拡大などにも取り組みますが、ゴルフ

市場の縮小傾向は続く見込みで、ゴルフ用品・その

他の売上高は前期比5 . 6％減の90億円を

見込んでいます。

すべての商品を環境貢献商品に

2018年3月期までにすべての商品を環境貢献

商品にする目標を掲げ、評価基準として独自に

4つの環境機能（地球温暖化防止、資源再生・循環、

省資源、安全・快適性）を定義し、2007年3月期

から導入しています。新商品を開発するときは、

従来品の環境機能と比べて平均5％以上上回る

ことを義務付けるほか、4つの環境機能がひとつ

でも従来品を下回った場合は新商品化できない

仕組みにしました。2010年3月期は全取り扱い

商品のうち、83％（2009年3月期75％）が環境

貢献商品で、新規開発商品に限ると100％（同

100％）が環境貢献商品でした。

世界で最も有名なヒルクライムレースに電気自動

車で参戦

「チーム・ヨコハマ・EV チャレンジ」と称し、米国

コロラド州で開催される世界で最も有名なヒル

クライムレース「パイクスピーク・インターナショ

ナル・ヒルクライム」に、2009年から電気自動車

で参戦しています。このチャレンジは環境貢献

活動の一環として、電気自動車の普及促進と高性能

な電気自動車用タイヤの開発が目的。昨年は

初出場ながら電気自動車の歴代記録2位を樹立




